
                           議 案 第 ２ ３ 号     

      磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定に       

      ついて 

    磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する    

   ものとする。 

     令和６年２月１５日提出 

                       磐田市長 草 地 博 昭     
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   磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

第１条 磐田市国民健康保険税条例（平成１７年磐田市条例第１３３号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「所得割額及び資産割額」を「所得割額」に改め、同条

第４項中「所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等

割額」を「所得割額及び被保険者均等割額」に改める。 

  第３条第１項中「１００分の４．９０」を「１００分の５．５０」に改

める。 

  第４条中「１００分の２０．００」を「１００分の１０．００」に改め

る。 

  第５条中「２１，６００円」を「２３，５００円」に改める。 

  第６条第１号中「２０，４００円」を「１９，５００円」に改め、同条

第２号中「１０，２００円」を「９，７５０円」に改め、同条第３号中

「１５，３００円」を「１４，６２５円」に改める。 

  第７条中「１００分の１．７０」を「１００分の２．１５」に改める。 

  第８条を次のように改める。 

 第８条 削除 

  第９条中「７，８００円」を「８，８００円」に改める。 

  第１０条第１号中「６，６００円」を「６，７００円」に改め、同条第

２号中「３，３００円」を「３，３５０円」に改め、同条第３号中「４，

９５０円」を「５，０２５円」に改める。 

  第１１条中「１００分の１．３０」を「１００分の１．６５」に改める。 

  第１２条を次のように改める。 

 第１２条 削除 

  第１３条中「８，４００円」を「１２，１００円」に改める。 

  第１４条を次のように改める。 

 第１４条 削除 

  第２８条第１項中「オ及びカ」を「オ」に改め、同項第１号ア中「１５，

１２０円」を「１６，４５０円」に改め、同号イ（ア）中「１４，２８０円」

を「１３，６５０円」に改め、同号イ（イ）中「７，１４０円」を「６，８２
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５円」に改め、同号イ（ウ）中「１０，７１０円」を「１０，２３８円」に改

め、同号ウ中「５，４６０円」を「６，１６０円」に改め、同号エ（ア）中

「４，６２０円」を「４，６９０円」に改め、同号エ（イ）中「２，３１０円」

を「２，３４５円」に改め、同号エ（ウ）中「３，４６５円」を「３，５１８

円」に改め、同号オ中「５，８８０円」を「８，４７０円」に改め、同号

カを削り、同項第２号ア中「１０，８００円」を「１１，７５０円」に改

め、同号イ（ア）中「１０，２００円」を「９，７５０円」に改め、同号イ（イ）

中「５，１００円」を「４，８７５円」に改め、同号イ（ウ）中「７，６５０

円」を「７，３１３円」に改め、同号ウ中「３，９００円」を「４，４０

０円」に改め、同号エ（ア）中「３，３００円」を「３，３５０円」に改め、

同号エ（イ）中「１，６５０円」を「１，６７５円」に改め、同号エ（ウ）中「２，

４７５円」を「２，５１３円」に改め、同号オ中「４，２００円」を「６，

０５０円」に改め、同号カを削り、同項第３号ア中「４，３２０円」を

「４，７００円」に改め、同号イ（ア）中「４，０８０円」を「３，９００円」

に改め、同号イ（イ）中「２，０４０円」を「１，９５０円」に改め、同号イ

（ウ）中「３，０６０円」を「２，９２５円」に改め、同号ウ中「１，５６０

円」を「１，７６０円」に改め、同号エ（ア）中「１，３２０円」を「１，３

４０円」に改め、同号エ（イ）中「６６０円」を「６７０円」に改め、同号エ

（ウ）中「９９０円」を「１，００５円」に改め、同号オ中「１，６８０円」

を「２，４２０円」に改め、同号カを削り、同条第２項第１号ア中「３，

２４０円」を「３，５２５円」に改め、同号イ中「５，４００円」を「５，

８７５円」に改め、同号ウ中「８，６４０円」を「９，４００円」に改め、

同号エ中「１０，８００円」を「１１，７５０円」に改め、同項第２号ア

中「１，１７０円」を「１，３２０円」に改め、同号イ中「１，９５０円」

を「２，２００円」に改め、同号ウ中「３，１２０円」を「３，５２０円」

に改め、同号エ中「３，９００円」を「４，４００円」に改める。 

第２条 磐田市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項中「１００分の５．５０」を「１００分の５．６０」に改

める。 

  第５条中「２３，５００円」を「２４，０００円」に改める。 
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  第６条第１号中「１９，５００円」を「１９，２００円」に改め、同条

第２号中「９，７５０円」を「９，６００円」に改め、同条第３号中「１

４，６２５円」を「１４，４００円」に改める。 

  第７条中「１００分の２．１５」を「１００分の２．２５」に改める。 

  第９条中「８，８００円」を「９，２００円」に改める。 

  第１０条第１号中「６，７００円」を「６，８００円」に改め、同条第

２号中「３，３５０円」を「３，４００円」に改め、同条第３号中「５，

０２５円」を「５，１００円」に改める。 

  第１１条中「１００分の１．６５」を「１００分の１．９０」に改める。 

  第１３条中「１２，１００円」を「１４，０００円」に改める。 

  第２８条第１項第１号ア中「１６，４５０円」を「１６，８００円」に

改め、同号イ（ア）中「１３，６５０円」を「１３，４４０円」に改め、同号

イ（イ）中「６，８２５円」を「６，７２０円」に改め、同号イ（ウ）中「１０，

２３８円」を「１０，０８０円」に改め、同号ウ中「６，１６０円」を

「６，４４０円」に改め、同号エ（ア）中「４，６９０円」を「４，７６０円」

に改め、同号エ（イ）中「２，３４５円」を「２，３８０円」に改め、同号エ

（ウ）中「３，５１８円」を「３，５７０円」に改め、同号オ中「８，４７０

円」を「９，８００円」に改め、同項第２号ア中「１１，７５０円」を

「１２，０００円」に改め、同号イ（ア）中「９，７５０円」を「９，６００

円」に改め、同号イ（イ）中「４，８７５円」を「４，８００円」に改め、同

号イ（ウ）中「７，３１３円」を「７，２００円」に改め、同号ウ中「４，４

００円」を「４，６００円」に改め、同号エ（ア）中「３，３５０円」を「３，

４００円」に改め、同号エ（イ）中「１，６７５円」を「１，７００円」に改

め、同号エ（ウ）中「２，５１３円」を「２，５５０円」に改め、同号オ中

「６，０５０円」を「７，０００円」に改め、同項第３号ア中「４，７０

０円」を「４，８００円」に改め、同号イ（ア）中「３，９００円」を「３，

８４０円」に改め、同号イ（イ）中「１，９５０円」を「１，９２０円」に改

め、同号イ（ウ）中「２，９２５円」を「２，８８０円」に改め、同号ウ中

「１，７６０円」を「１，８４０円」に改め、同号エ（ア）中「１，３４０円」

を「１，３６０円」に改め、同号エ（イ）中「６７０円」を「６８０円」に改
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め、同号エ（ウ）中「１，００５円」を「１，０２０円」に改め、同号オ中

「２，４２０円」を「２，８００円」に改め、同条第２項第１号ア中「３，

５２５円」を「３，６００円」に改め、同号イ中「５，８７５円」を「６，

０００円」に改め、同号ウ中「９，４００円」を「９，６００円」に改め、

同号エ中「１１，７５０円」を「１２，０００円」に改め、同項第２号ア

中「１，３２０円」を「１，３８０円」に改め、同号イ中「２，２００円」

を「２，３００円」に改め、同号ウ中「３，５２０円」を「３，６８０円」

に改め、同号エ中「４，４００円」を「４，６００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和６年４月１日から、第２条の規定は令和

７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の磐田市国民健康保険税条例の規定は、令和

６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分まで

の国民健康保険税については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の磐田市国民健康保険税条例の規定は、令和

７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分まで

の国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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磐田市国民健康保険税条例新旧対照表（第１条関係） 

現行 改正案 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及

び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課税額は、同項に規定する額とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額＿

＿＿＿＿＿並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課税額は、同項に規定する額とする。

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世

帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課

税被保険者につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が政令第56条の

88の２第３項に規定する額を超える場合においては、介護納付金課税額

は、同項に規定する額とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世

帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課

税被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿の合算額とする。ただし、当該合算額が政令第56条の

88の２第３項に規定する額を超える場合においては、介護納付金課税額

は、同項に規定する額とする。 

（基礎課税額に係る所得割額） （基礎課税額に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定

による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に100分の4.90を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定

による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に100分の5.50を乗じて算定する。 

２ 略 ２ 略 

（基礎課税額に係る資産割額） （基礎課税額に係る資産割額） 

第４条 第２条第２項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち、土

地及び家屋に係る部分の額に100分の20.00を乗じて算定する。 

第４条 第２条第２項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち、土

地及び家屋に係る部分の額に100分の10.00を乗じて算定する。 

（基礎課税額に係る被保険者均等割額） （基礎課税額に係る被保険者均等割額） 
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現行 改正案 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について21,600

円とする。 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について23,500

円とする。 

（基礎課税額に係る世帯別平等割額） （基礎課税額に係る世帯別平等割額） 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第10条及び第28条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特

定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第10条及び第28条第１項において同じ。）以外の世帯

 20,400円 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第10条及び第28条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特

定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第10条及び第28条第１項において同じ。）以外の世帯

 19,500円 

(２) 特定世帯 10,200円 (２) 特定世帯 9,750円_

(３) 特定継続世帯 15,300円 (３) 特定継続世帯 14,625円 

（後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額） 

第７条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

1.70を乗じて算定する。 

第７条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

2.15を乗じて算定する。 

（後期高齢者支援金等課税額に係る資産割額） （削除） 

第８条 第２条第３項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち、土

地及び家屋に係る部分の額に100分の2.50を乗じて算定する。 

第８条 削除＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_
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現行 改正案 

（後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額） 

第９条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について7,800

円とする。 

第９条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について8,800

円とする。 

（後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額） 

第10条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第10条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 6,600円 (１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 6,700円 

(２) 特定世帯 3,300円 (２) 特定世帯 3,350円 

(３) 特定継続世帯 4,950円 (３) 特定継続世帯 5,025円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第11条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.30を乗じて算定する。 

第11条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.65を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る資産割額） （削除） 

第12条 第２条第４項の資産割額は、介護納付金課税被保険者に係る当該年

度分の固定資産税額のうち、土地及び家屋に係る部分の額に100分の2.00

を乗じて算定する。 

第12条 削除＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿_

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第13条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人

について8,400円_とする。 

第13条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人

について12,100円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （削除） 

第14条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について1,800円とす

る。 

第14条 削除＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 
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現行 改正案 

第28条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及び

イに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の

２第１項に規定する額を超える場合には、同項に規定する額）、第２条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を

超える場合には、同項に規定する額）並びに第２条第４項本文の介護納付

金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が政令第56条の88の２第３項に規定する額を超える場合には、同項に規定

する額）の合算額とする。 

第28条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及び

イに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の

２第１項に規定する額を超える場合には、同項に規定する額）、第２条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を

超える場合には、同項に規定する額）並びに第２条第４項本文の介護納付

金課税額からオ＿＿＿に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が政令第56条の88の２第３項に規定する額を超える場合には、同項に規定

する額）の合算額とする。 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号イに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号イに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について15,120円 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について16,450円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 14,280円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 13,650円 

（イ） 特定世帯 7,140円 （イ） 特定世帯 6,825円 

（ウ） 特定継続世帯 10,710円 （ウ） 特定継続世帯 10,238円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について5,460円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について6,160円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,620円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,690円 

（イ） 特定世帯 2,310円 （イ） 特定世帯 2,345円 

（ウ） 特定継続世帯 3,465円 （ウ） 特定継続世帯 3,518円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について
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5,880円 8,470円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について

1,260円 

（削除） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ロに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ロに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について10,800円 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について11,750円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 10,200円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 9,750円_

（イ） 特定世帯 5,100円 （イ） 特定世帯 4,875円 

（ウ） 特定継続世帯 7,650円 （ウ） 特定継続世帯 7,313円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について3,900円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について4,400円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,300円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,350円 

（イ） 特定世帯 1,650円 （イ） 特定世帯 1,675円 

（ウ） 特定継続世帯 2,475円 （ウ） 特定継続世帯 2,513円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

4,200円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

6,050円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について

900円 

（削除） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ハに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ハに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規 ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規
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定する世帯主を除く。）１人について4,320円 定する世帯主を除く。）１人について4,700円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,080円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,900円 

（イ） 特定世帯 2,040円 （イ） 特定世帯 1,950円 

（ウ） 特定継続世帯 3,060円 （ウ） 特定継続世帯 2,925円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について1,560円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について1,760円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,320円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,340円 

（イ） 特定世帯 660円 （イ） 特定世帯 670円 

（ウ） 特定継続世帯 990円＿ （ウ） 特定継続世帯 1,005円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

1,680円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

2,420円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について

360円 

（削除） 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最

初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義

務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に定める

額を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最

初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義

務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に定める

額を減額して得た額とする。 

(１) 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

(１) 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,240円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,525円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 5,400円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 5,875円 
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ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 8,640円 ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 9,400円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 10,800円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 11,750円 

(２) 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

(２) 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,170円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,320円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 1,950円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 2,200円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,120円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,520円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 3,900円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,400円 

３ 略 ３ 略 

磐田 市 国 民 健 康保 険 税条 例 新 旧 対 照表 （ 第２ 条 関 係 ）   

現行 改正案 

 （基礎課税額に係る所得割額）  （基礎課税額に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定

による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に100分の5.50を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定

による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に100分の5.60を乗じて算定する。 

２ 略 ２ 略 

 （基礎課税額に係る被保険者均等割額）  （基礎課税額に係る被保険者均等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について23,500

円とする。 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について24,000

円とする。 

 （基礎課税額に係る世帯別平等割額）  （基礎課税額に係る世帯別平等割額） 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に 第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に
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応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第10条及び第28条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特

定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第10条及び第28条第１項において同じ。）以外の世帯 

19,500円 

 (１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第10条及び第28条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特

定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第10条及び第28条第１項において同じ。）以外の世帯 

19,200円 

 (２) 特定世帯 9,750円  (２) 特定世帯 9,600円 

 (３) 特定継続世帯 14,625円  (３) 特定継続世帯 14,400円 

（後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額） 

第７条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

2.15を乗じて算定する。 

第７条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

2.25を乗じて算定する。 

（後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額） 

第９条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について8,800

円とする。 

第９条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について9,200

円とする。 

（後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額） （後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額） 

第10条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第10条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 6,700円 (１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 6,800円 

(２) 特定世帯 3,350円 (２) 特定世帯 3,400円 
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(３) 特定継続世帯 5,025円 (３) 特定継続世帯 5,100円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第11条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.65を乗じて算定する。 

第11条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.90を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第13条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人

について12,100円とする。 

第13条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者１人

について14,000円とする。 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第28条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及び

イに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の

２第１項に規定する額を超える場合には、同項に規定する額）、第２条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を

超える場合には、同項に規定する額）並びに第２条第４項本文の介護納付

金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令

第56条の88の２第３項に規定する額を超える場合には、同項に規定する

額）の合算額とする。 

第28条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及び

イに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の

２第１項に規定する額を超える場合には、同項に規定する額）、第２条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が政令第56条の88の２第２項に規定する額を

超える場合には、同項に規定する額）並びに第２条第４項本文の介護納付

金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が政令

第56条の88の２第３項に規定する額を超える場合には、同項に規定する

額）の合算額とする。 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号イに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号イに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について16,450円 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について16,800円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 13,650円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 13,440円 
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（イ） 特定世帯 6,825円 （イ） 特定世帯 6,720円 

（ウ） 特定継続世帯 10,238円 （ウ） 特定継続世帯 10,080円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について6,160円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について6,440円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,690円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,760円 

（イ） 特定世帯 2,345円 （イ） 特定世帯 2,380円 

（ウ） 特定継続世帯 3,518円 （ウ） 特定継続世帯 3,570円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

8,470円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

9,800円 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ロに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ロに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について11,750円 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について12,000円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 9,750円_ （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 9,600円_

（イ） 特定世帯 4,875円 （イ） 特定世帯 4,800円 

（ウ） 特定継続世帯 7,313円 （ウ） 特定継続世帯 7,200円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について4,400円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について4,600円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,350円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,400円 

（イ） 特定世帯 1,675円 （イ） 特定世帯 1,700円 

（ウ） 特定継続世帯 2,513円 （ウ） 特定継続世帯 2,550円 
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オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

6,050円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

7,000円 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ハに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、政令第56条の89第２項第２号ハに掲げる区分に該当する世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について4,700円 

ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について4,800円 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

イ 基礎課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,900円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,840円 

（イ） 特定世帯 1,950円 （イ） 特定世帯 1,920円 

（ウ） 特定継続世帯 2,925円 （ウ） 特定継続世帯 2,880円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について1,760円 

ウ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 被保険者（第

１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について1,840円 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 後期高齢者支援金等課税額に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,340円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,360円 

（イ） 特定世帯 670円 （イ） 特定世帯 680円 

（ウ） 特定継続世帯 1,005円 （ウ） 特定継続世帯 1,020円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

2,420円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

2,800円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最

初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義

務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に定める

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最

初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義

務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に定める
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額を減額して得た額とする。 額を減額して得た額とする。 

(１) 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

(１) 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,525円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,600円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 5,875円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 6,000円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 9,400円 ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 9,600円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 11,750円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 12,000円 

(２) 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

(２) 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,320円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,380円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 2,200円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 2,300円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,520円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,680円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,400円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,600円 

３ 略 ３ 略 



議案第 23 号 参考資料 

議案第 23 号 磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 【国保年金課】

１ 改正の理由 

静岡県国民健康保険運営方針及び磐田市の国民健康保険事業の運営に関する協議会からの

答申を踏まえ、税率の変更を行い、本市国民健康保険事業の健全な運営を継続して図るため、

本条例の一部を改正するもの。 

２ 主な改正内容 

国民健康保険税の税率改正（第２条～第 14 条・第 28 条） 

令和６年度、令和７年度分の税率について、下表のとおり改正を行う（資産割は段階的に

縮小し、将来的に廃止する。介護納付金分の平等割を廃止する。） 

３ 施行日 

  令和６年度分（第１条）令和６年４月１日 

  令和７年度分（第２条）令和７年４月１日 

現行
A

令和６年度
B

比較
（B-A）

令和７年度
C

比較
（C-B）

所得割率 4.90% 5.50% +0.60% 5.60% +0.10%

資産割率 20.00% 10.00% △10.00% 10.00% +0.00%

均等割額 21,600円 23,500円 +1,900円 24,000円 +500円

平等割額 20,400円 19,500円 △900円 19,200円 △300円

所得割率 1.70% 2.15% +0.45% 2.25% +0.10%

資産割率 2.50% 0.00% △2.50% 0.00% +0.00%

均等割額 7,800円 8,800円 +1,000円 9,200円 +400円

平等割額 6,600円 6,700円 +100円 6,800円 +100円

所得割率 1.30% 1.65% +0.35% 1.90% +0.25%

資産割率 2.00% 0.00% △2.00% 0.00% +0.00%

均等割額 8,400円 12,100円 +3,700円 14,000円 +1,900円

平等割額 1,800円 0円 △1,800円 0円 +0円

所得割率 7.90% 9.30% +1.40% 9.75% +0.45%

資産割率 24.50% 10.00% △14.50% 10.00% +0.00%

均等割額 37,800円 44,400円 +6,600円 47,200円 +2,800円

平等割額 28,800円 26,200円 △2,600円 26,000円 △200円

91,955円 97,455円 +5,500円 100,267円 +2,812円

区分

基
礎
課
税
分

後
期
高
齢
者

支
援
金
分

介
護
納
付
金
分

合
計

一人あたり調定額
（令和5年度当初予算基準）
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